
2021年4月1日 ▼  2022年3月31日第 72 期報告書

 株主メモ（証券コード：2911）

事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
期末配当金受領株主
確 定 日 3月31日

中間配当金受領株主
確 定 日 9月30日

定時株主総会 毎年6月に開催
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先 三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
電話　0120-094-777（通話料無料）

公　告　方　法 電子公告
�当社ホームページ　https://www.asahimatsu.co.jp/　に掲載

単 元 株 式 数 100株
上場証券取引所 東京証券取引所スタンダード市場
株主様へのご優待 保有株式数及び保有期間に応じて下記の基準で自社製品の詰め合わせを贈

呈いたします。
3月31日現在

ご所有株式数 株主優待内容 優待品のお届け時期は6月中旬～を
予定しております。100株以上 1,500円相当

200株以上 3,000円相当
9月30日現在� 3年以上継続保有*

ご所有株式数 株主優待内容 優待品のお届け時期は12月中旬～
を予定しております。2,000株以上 3,000円相当

* 株主名簿の基準日（3月末日及び9月末日）の株主名簿に2,000株以上の保有記録が同一株主
番号で7回以上連続している場合。

【株式に関するお手続きについて】
1. 住所変更、単元未満株式の買取などのお申し出
証券会社に口座のある株主様 ⇨ 株主様の口座のある証券会社にお申し出ください。

特別口座の口座管理機関である
三菱UFJ信託銀行株式会社にお申し出ください。特別口座をお持ちの株主様 ⇨

2. 未受領の配当金の支払いのお申し出
株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社にお申し出ください。

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった株主様には、
株主名簿管理人である三菱UFJ信託銀行株式会社に口座（特別口座）を開設しております。特
別口座についてのご照会等の各種お申し出は、上記連絡先にお願いいたします。

この冊子は、FSC®認証紙と、
環境に優しい植物油インキを
使用して印刷しています。見やすいユニバーサルデザイン

フォントを採用しています。
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当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を受け経済活動が停滞いたしました。
また、地政学的リスクの上昇懸念や、エネルギー価格の高騰により一段と厳しさを増しております。

食品業界におきましては、原材料費や動力費など各種コストは円安とも重なってさらに高騰しており、ますま
す厳しい経営環境となっております。一方、消費者の安全・安心への関心は高く、さらなる高い品質・衛生管理
体制の整備が求められております。

このような状況のなか、当社グループでは、大豆価格が過去最高値に迫るほど高騰したため、これを主原料と
する凍豆腐の価格改定を2021年９月１日より実施いたしました。また、HACCPを包括した食品安全の国際規格
FSSC22000のバージョンの更新を引き続き実施しており、品質の維持・向上はもとより合理化、省エネルギー
のための設備投資を継続的かつ積極的に行っております。経営面では、SDGsに沿った取り組み推進のため、プ
ラスチック削減、紙容器の森林認証素材使用の推進、健康経営優良法人の継続認定により従業員の福利厚生充実
などの取り組みを強化しております。さらに、新型コロナウイルス感染症への対応については、状況に応じた感
染予防対策を講じており、市場への円滑な商品提供に万全を期しております。

当社グループの当連結会計年度の業績につきましては、売上高は好調だった前年度には及ばず、80億３千３百
万円（前年同期82億２千４百万円）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、当連結会計年度の
売上高は従来の会計処理に比べ２千１百万円減少しております。利益面では、引き続き製造コストの低減や経費
の削減などを図ってまいりましたが、特に年後半以降顕著となった動力費などのコストアップの影響が大きく営
業利益は２億５百万円（前年同期比22.5％減）、経常利益は２億６千８百万円（同30.9％減）、親会社株主に帰属
する当期純利益は１億９千６百万円（同16.9％減）となりました。

 株主の皆様へ
部門別概況は、次のとおりであります。

【その他部門】
その他食料品では、売上高は19億８千４百万円（前年同期19億９千９百万円）となりました。主力の医療用

食材につきましても、製造コストの上昇を受け2021年10月１日より価格改定を実施いたしました。新型コロナ
ウイルス感染予防対策の中、病院や介護施設などへの訪問が制限されておりましたが、アイテムアップや営業活
動の工夫・強化により売上を拡大することができました。一方、その他OEM製品等は需要減少を主要因に低調
に推移いたしました。

【加工食品（即席みそ汁等）部門】
加工食品では、単品収益管理の徹底により不採算アイテムの改廃を進め収益力の改善を図る一方、好調に推移し

ているカップ入りタイプのオートミールのアイテムアップなど新商品の発売を強化してまいりました。さらに、認
知度をアップさせる施策としてインスタグラムを利用した消費者キャンペーンなどを実施してまいりました。その
結果、売上高は24億５千万円（前年同期22億７千７百万円）と、順調に拡大することができました。なお、収益
認識会計基準等の適用により、当連結会計年度の売上高は従来の会計処理に比べ１千３百万円減少しております。

 業績の推移（連結）

株主の皆様には、平素は格別のご高配を賜り、厚く
お礼申し上げます。

この度、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）
に罹患された方々およびご関係者の皆様、また、新型
コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けられて
いる皆様に、心よりお見舞いを申し上げますととも
に、一日も早いご回復をお祈りいたします。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご
指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

2022年６月

代表取締役社長　木下　博隆

凍豆腐では、急激な原材料・燃料費・運送費等の値上がりによる大幅なコスト上昇を企業努力だけでは吸収
することができず、やむを得ず2021年９月１日より５～８％の出荷価格改定を実施いたしました。販売促進
の活動面では、市場拡大・活性化を図るべく啓蒙活動をあらゆる機会をとらえ行ってまいりました。特に凍豆
腐の新たな健康機能として免疫賦活効果や腸内環境への好影響に関する論文などを信州大学と共同で発表いた
しました。また、11月には、一般社団法人国際スーパーフード・アンチエイジング機構より、当社「新あさひ
豆腐10個入」がスーパーフード認証を受け、健康長寿を支えるスーパー食材としての効能を広報してまいりま
した。しかし、巣ごもり需要が極めて大きかった前期には及ばず、売上高は35億９千９百万円（前年同期39
億４千６百万円）となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、当連結会計年度の売上高は従来の会
計処理に比べ８百万円減少しております。

【凍豆腐部門】
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 トピックス

大豆食品初！新あさひ豆腐が “スーパーフード認証” 即席 “オートミール” ４品新登場！
～ エシカルな商品へ～「新あさひ豆腐10個入」が、一般社団法人国際スーパーフード・アンチエイジング学術機構（理事長：山口明人

大阪大学名誉教授）により、スーパーフードとして認証されました。

＜一般社団法人国際スーパーフード・アンチエイジング学術機構について＞
同法人は、食品素材を学術的な視点から調査・分析し、個別の品目に対して的確な情報を付与することを目
的として、「スーパーフード認証」を行っています。

「スーパーフード認証」は、食品に対して適格な情報発信、及び普及啓発を促進することで、いわゆる健康食
品の正しい理解を助け、また消費者の適切な食事摂取のガイドラインとして役立つことを目的とします。

スーパーフード認証マーク
認証番号：第2109001号

2022年3月1日より、即席カップタイプの
“オートミール”�第３弾として
「めんたいこ風味」、「だし醤油たまご風味」、
「鶏白湯風味」、「ほたてバター風味」の４品を
全国発売いたしました。
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（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
・ 連結損益計算書

・ 連結キャッシュ・フロー計算書

 連結財務諸表等
・ 連結貸借対照表

科　目
前連結会計年度
2020年4月 1 日から
2021年3月31日まで

当連結会計年度
2021年4月 1 日から
2022年3月31日まで

売上高 8,224,260 8,033,637
売上原価 5,822,097 5,741,941
売上総利益 2,402,163 2,291,695
販売費及び一般管理費 2,137,336 2,086,335
営業利益 264,827 205,359
営業外収益 138,595 76,065
営業外費用 14,489 12,576
経常利益 388,932 268,848
特別利益 2,133 6,231
特別損失 96,033 12,974
税金等調整前当期純利益 295,033 262,105
法人税、住民税及び事業税 54,507 49,010
法人税等調整額 2,482 15,650
当期純利益 238,043 197,445
非支配株主に帰属する当期純利益 1,952 1,206
親会社株主に帰属する当期純利益 236,091 196,239

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　目
前連結会計年度
2020年4月 1 日から
2021年3月31日まで

当連結会計年度
2021年4月 1 日から
2022年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ・フロー 829,259 675,363
投資活動によるキャッシュ・フロー △691,382 △188,441
財務活動によるキャッシュ・フロー △279,519 △600,419
現金及び現金同等物に係る換算差額 3,191 33,170
現金及び現金同等物の増減額 △138,451 △80,326
現金及び現金同等物の期首残高 1,064,133 925,681
現金及び現金同等物の期末残高 925,681 845,354

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　目 前連結会計年度
2021年3月31日現在

当連結会計年度
2022年3月31日現在

資産の部

流動資産 4,570,614 4,457,687

固定資産 5,348,044 5,121,988

有形固定資産 4,521,193 4,301,743

無形固定資産 177,717 162,816

投資その他の資産 649,133 657,428

資産合計 9,918,658 9,579,676

負債の部

流動負債 1,718,599 1,512,422

固定負債 884,465 515,361

負債合計 2,603,065 2,027,783

純資産の部

株主資本 7,231,774 7,384,541

その他の包括利益累計額 36,557 112,044

非支配株主持分 47,260 55,306

純資産合計 7,315,593 7,551,892

負債・純資産合計 9,918,658 9,579,676

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

 会社の概要（2022年3月31日現在）

商 号 旭松食品株式会社
ASAHIMATSU FOODS CO.,LTD.

本 店 長野県飯田市駄科1008番地
本 社 大阪市淀川区田川三丁目７番３号
設 立 1950年12月19日
資 本 金 1,617,844,105円
主な子会社 旭松フレッシュシステム株式会社、

青島旭松康大食品有限公司、
青島旭松康大進出口有限公司

従 業 員 数 グループ人員：326名
当 社 人 員：234名

主な事業内容 大豆加工製品の製造及び販売
主 要 製 品 家庭用凍豆腐、業務用凍豆腐、

即席みそ汁、スープ類、
医療用食材等

①発行可能株式総数 5,680,000株
②発行済株式の総数 1,876,588株
③株主数 3,687名
④大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持株比率
株 式 会 社 八 十 二 銀 行 89,620株 4.90%
木 　 下 　 博 　 隆 55,990株 3.06%
赤 　 羽 　 源 一 郎 55,834株 3.05%
国 分 西 日 本 株 式 会 社 54,885株 3.00%
藤 徳 物 産 株 式 会 社 54,885株 3.00%
佐 々 木 　 寛 　 雄 54,586株 2.98%
株 式 会 社 大 乾 44,885株 2.45%
株 式 会 社 日 阪 製 作 所 42,600株 2.33%
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 30,000株 1.64%
第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 28,400株 1.55%

 株式の状況（2022年3月31日現在）

※ 当社は自己株式49,388株を所有しておりますが、上記大株主から除
いております。

※ 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

代 表 取 締 役 社 長 木 　 下 　 博 　 隆

常 務 取 締 役
経 営 企 画 部 長 蒲 　 田 　 充 　 浩
常 務 取 締 役
研 究 開 発 本 部 長
兼 研 究 所 長

村 　 澤 　 久 　 司

取 締 役
経 営 管 理 部 長 足 立 　 恵

取 締 役
生 産 本 部 長 平 　 澤 　 公 　 夫

取 締 役（社外） 藤 　 森 　 明 　 仁

取 締 役（社外） 田 　 中 　 健 一 郎

常 勤 監 査 役 佐 々 木 　寛 　雄

監 　 査 　 役（社外） 伊 坪 　 眞

監 　 査 　 役（社外） 狩 　 野 　 拓 　 一

 取締役及び監査役（2022年6月24日現在）

関東甲信越
（長野除く）
1,210名
32.82％

長野
452名
12.26％

大阪
457名
12.39％

近畿（大阪除く）
700名
18.99％

中国･四国
268名
7.27％

北海道･東北
117名
3.17％

九州･沖縄
104名
2.82％

その他
9名

0.24％

中部･北陸
370名
10.04％

 地域別株主数分布状況
（2022年3月31日現在）


